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 円投資型

　基準価額の推移　（2014年11月4日～）

※騰落率は、1ヵ月前、3ヵ月前、6ヵ月前、1年前、3年前の各月の月末との比較です。

※参考指数は、設定日から2014年10月までは東証REIT指数（配当込み）、2014年11月以降は東証株価指数

（TOPIX）（配当込み）50％および東証REIT指数（配当込み）50％を合成した指数です（5ページご参照）。

Bloombergのデータを基にＳＢＩ岡三アセットマネジメントが騰落率を算出しております。

※1 分配金再投資基準価額、参考指数の約款変更以降の騰落率は、2014年11月4日との比較です。

※2 分配金再投資基準価額の設定来騰落率は、1万口当たりの当初設定元本との比較です。参考指数の設定来騰落

率は、設定日前営業日の終値との比較です。

　騰落率　（設定来　2013年5月23日～） ※2

1ヵ月前 3ヵ月前 6ヵ月前 1年前 3年前 設定来

分配金再投資基準価額 ▲ 9.14% ▲ 0.93% 9.47% 31.84% 52.87% 143.72%

参考指数 ▲ 8.81% ▲ 1.68% 5.63% 24.80% 51.12% 212.28%
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※基準価額は1万口当たりです。

（出所：BloombergのデータよりＳＢＩ岡三アセットマネジメント作成）

※基準価額は1万口当たり、作成基準日現在、年率1.595％（税抜1.45％）の信託報酬控除後です。投資対象等にかかる投資信託約款の

変更日以降を表示しております。

※分配金再投資基準価額は、分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したものです。

※グラフは過去の実績であり､将来の成果を示唆または保証するものではありません。

　ポートフォリオ構成比率

株式 51.2%

(内国内株式） (51.2%)

(内外国株式） (0.0%)

(内先物） (0.0%)

投資信託証券 44.3%

短期金融商品その他 4.5%

99.5%

組入銘柄数 69銘柄 

マザーファンド組入比率

 基準価額 15,234 円

 純資産総額 34.3 億円

※分配金は1万口当たり、税引前です。運用状況等によっては分配金額が変わる場合、或いは分配金が支払われ

ない場合があります。
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　騰落率　（2014年11月4日～） ※1

1ヵ月前 3ヵ月前 6ヵ月前 1年前 3年前 約款変更以降

分配金再投資基準価額 ▲ 9.14% ▲ 0.93% 9.47% 31.84% 52.87% 113.31%

参考指数 ▲ 8.81% ▲ 1.68% 5.63% 24.80% 51.12% 150.24%

2025/11/14 2025/12/15 2026/1/14 2026/2/16 2026/3/16 設定来合計

40 円 40 円 40 円 40 円 40 円 5,400 円 

　最近5期の分配金の推移

　当作成期間の参考指数の推移 　基準価額の推移　（設定来　2013年5月23日～）

※投資信託証券には、インフラ投資法人

が含まれます。

※ポートフォリオ構成比率は、マザーファ

ンドを通じた実質比率です（マザーファ

ンド組入比率を除く）。

インフラ関連好配当資産ファンド（毎月決算型） （愛称 インフラ・ザ・ジャパン）（円投資型）／（米ドル投資型）／（豪ドル投資型）
追加型投信／国内／資産複合

当レポートは16枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（1/16）  552159 / 552185 / 552186
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 米ドル投資型

　設定来の基準価額の推移
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※騰落率は、1ヵ月前、3ヵ月前、6ヵ月前、1年前、3年前の各月の月末との比較です。

※分配金再投資基準価額の設定来騰落率は、1万口当たりの当初設定元本との比較です。参考指数の設定来騰落率

は、設定日前営業日の終値との比較です。

※参考指数は、東証株価指数（TOPIX）（配当込み）50％および東証REIT指数（配当込み）50％を合成した指数を

米ドル換算した指数です（5ページご参照）。Bloombergのデータを基にＳＢＩ岡三アセットマネジメントが騰落率を

算出しております。

※基準価額は1万口当たりです。

※基準価額は1万口当たり、作成基準日現在、年率1.595％（税抜1.45％）の信託報酬控除後です。

※分配金再投資基準価額は、分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したものです。

※グラフは過去の実績であり､将来の成果を示唆または保証するものではありません。

 基準価額 23,046 円

 純資産総額 111.7 億円

　騰落率

1ヵ月前 3ヵ月前 6ヵ月前 1年前 3年前 設定来

分配金再投資基準価額 ▲ 6.33% 1.92% 18.87% 44.68% 104.75% 232.90%

参考指数 ▲ 6.43% 0.39% 13.43% 33.44% 80.92% 231.00%

　ポートフォリオ構成比率

株式 49.8%

(内国内株式） (49.8%)

(内外国株式） (0.0%)

(内先物） (0.0%)

投資信託証券 43.1%

短期金融商品その他 7.0%

96.8%

組入銘柄数 69銘柄 

マザーファンド組入比率

米ドル投資比率 97.4%

（出所：BloombergのデータよりＳＢＩ岡三アセットマネジメント作成）
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　当作成期間の参考指数の推移 　設定来の米ドル／円為替レートの推移

2025/11/14 30 円 

2025/12/15 30 円 

2026/1/14 30 円 

2026/2/16 30 円 

2026/3/16 30 円 

設定来合計 3,920 円 

　最近5期の分配金の推移

※ポートフォリオ構成比率は、マザーファンドを通じた実質比率です（マザーファンド組入比率を除く）。

※分配金は1万口当たり、税引前です。運用状況等によっては分配金額が変わる場合、或いは分配金が支払われない場合があります。

※投資信託証券には、インフラ投資法人

が含まれます。

インフラ関連好配当資産ファンド（毎月決算型） （愛称 インフラ・ザ・ジャパン）（円投資型）／（米ドル投資型）／（豪ドル投資型）
追加型投信／国内／資産複合

当レポートは16枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（2/16）  552159 / 552185 / 552186
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 豪ドル投資型

　設定来の基準価額の推移
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※騰落率は、1ヵ月前、3ヵ月前、6ヵ月前、1年前、3年前の各月の月末との比較です。

※分配金再投資基準価額の設定来騰落率は、1万口当たりの当初設定元本との比較です。参考指数の設定来騰落率

は、設定日前営業日の終値との比較です。

※参考指数は、東証株価指数（TOPIX）（配当込み）50％および東証REIT指数（配当込み）50％を合成した指数を

豪ドル換算した指数です（5ページご参照）。Bloombergのデータを基にＳＢＩ岡三アセットマネジメントが騰落率を

算出しております。

※基準価額は1万口当たりです。

※基準価額は1万口当たり、作成基準日現在、年率1.595％（税抜1.45％）の信託報酬控除後です。

※分配金再投資基準価額は、分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したものです。

※グラフは過去の実績であり､将来の成果を示唆または保証するものではありません。

※ポートフォリオ構成比率は、マザーファンドを通じた実質比率です（マザーファンド組入比率を除く）。

※分配金は1万口当たり、税引前です。運用状況等によっては分配金額が変わる場合、或いは分配金が支払われない場合があります。

 基準価額 22,303 円

 純資産総額 27.6 億円

　騰落率

1ヵ月前 3ヵ月前 6ヵ月前 1年前 3年前 設定来

分配金再投資基準価額 ▲ 9.53% 4.06% 23.05% 54.78% 100.48% 153.47%

参考指数 ▲ 9.56% 2.86% 18.34% 45.66% 84.78% 165.34%

　ポートフォリオ構成比率

株式 49.8%

(内国内株式） (49.8%)

(内外国株式） (0.0%)

(内先物） (0.0%)

投資信託証券 43.1%

短期金融商品その他 7.2%

96.6%

組入銘柄数 69銘柄 

マザーファンド組入比率

2025/11/14 10 円 

2025/12/15 10 円 

2026/1/14 10 円 

2026/2/16 10 円 

2026/3/16 10 円 

設定来合計 1,300 円 

　最近5期の分配金の推移 豪ドル投資比率 99.2%

（出所：BloombergのデータよりＳＢＩ岡三アセットマネジメント作成）
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　当作成期間の参考指数の推移 　設定来の豪ドル／円為替レートの推移

※投資信託証券には、インフラ投資法人

が含まれます。

インフラ関連好配当資産ファンド（毎月決算型） （愛称 インフラ・ザ・ジャパン）（円投資型）／（米ドル投資型）／（豪ドル投資型）
追加型投信／国内／資産複合

当レポートは16枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（3/16）  552159 / 552185 / 552186
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　インフラ関連好配当資産マザーファンドの状況

　組入上位10業種 （株式）

業種 比率

1 電気機器 10.5%

2 銀行業 9.8%

3 卸売業 7.2%

4 陸運業 4.3%

5 保険業 3.6%

6 建設業 2.7%

7 不動産業 2.4%

8 その他金融業 2.2%

9 機械 2.2%

10 非鉄金属 1.8%

※各比率は、インフラ関連好配当資産マザーファンドの純資産総額に対する比率です。

＜日本株ポートフォリオ＞

　組入上位10銘柄 （株式）

銘柄名 比率 予想配当利回り

1 みずほフィナンシャルグループ 3.0% 2.5%

2 豊田通商 2.7% 2.1%

3 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 2.6% 2.9%

4 日立製作所 2.5% 1.0%

5 三井住友フィナンシャルグループ 2.4% 3.0%

6 オリックス 2.2% 3.5%

7 東京海上ホールディングス 2.0% 2.9%

8 東日本旅客鉄道 1.9% 1.7%

9 三井住友トラストグループ 1.8% 3.5%

10 日本電気 1.8% 0.9%

組入銘柄数（株式）： 37 銘柄

＜J-REITポートフォリオ＞

　組入上位10銘柄 （REIT）

銘柄名 比率 予想配当利回り

1 ジャパンリアルエステイト投資法人 3.0% 4.4%

2 日本都市ファンド投資法人 2.9% 5.3%

3 ＧＬＰ投資法人 2.6% 4.7%

4 野村不動産マスターファンド投資法人 2.6% 4.6%

5 日本ビルファンド投資法人 2.4% 3.7%

6 ＫＤＸ不動産投資法人 2.2% 5.3%

7 オリックス不動産投資法人 2.0% 5.0%

8 大和ハウスリート投資法人 2.0% 4.7%

9 ユナイテッド・アーバン投資法人 1.9% 5.4%

10 ラサールロジポート投資法人 1.7% 5.4%

組入銘柄数（REIT）： 31 銘柄

＜予想平均配当利回り＞

ファンド 市場

日本株ポートフォリオ 2.2% 2.1%

J-REITポートフォリオ 4.8% 4.9%

ポートフォリオ全体 3.3% 3.5%

※日本株およびJ-REITポートフォリオは、個別銘柄の予想配当利回りを各ポートフォリオの

構成比率で、ポートフォリオ全体については、マザーファンドの純資産における組入比率

で加重平均して算出しております。

※市場については、日本株は東証プライム市場全銘柄の加重平均予想配当利回り、

J-REITは東証REIT指数の加重平均予想配当利回りを表示しております。

また、ポートフォリオ全体については、東証プライム市場全銘柄の加重平均予想配当

利回りを50％、東証REIT指数の加重平均予想配当利回りを50％として合成した

数値を表示しております。

※各銘柄および各市場の予想配当利回りは、Bloomberg、Quick Astraおよび日本経済新聞のデータよりＳＢＩ岡三アセットマネジメントが

作成しております。

　組入銘柄 （インフラ投資法人）

銘柄名 比率 予想配当利回り

1 カナディアン・ソーラー・インフラ投資法人 0.3% 6.8%

1 銘柄組入銘柄数（インフラ投資法人）：

インフラ関連好配当資産ファンド（毎月決算型） （愛称 インフラ・ザ・ジャパン）（円投資型）／（米ドル投資型）／（豪ドル投資型）
追加型投信／国内／資産複合

当レポートは16枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（4/16）  552159 / 552185 / 552186



販売用資料 ＜月次運用レポート＞ 2026年3月31日現在

　参考情報

　為替レートの推移 （過去1年間）

　各対象通貨と円の短期金利差の推移 （過去1年間）

　参考情報
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（出所：BloombergデータよりＳＢＩ岡三アセットマネジメント作成）
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※米ドル短期金利：SOFR(担保付翌日物調達金利)1ヵ月複利(後決め)、円短期金利：TONA(無担保コールオーバーナイト物金利)1ヵ月複利(後決め)、

豪ドル短期金利：オーストラリア銀行手形レート1ヵ月

インフラ関連好配当資産ファンド（毎月決算型） （愛称 インフラ・ザ・ジャパン）（円投資型）／（米ドル投資型）／（豪ドル投資型）
追加型投信／国内／資産複合

「東証株価指数（TOPIX）（配当込み）」の著作権等について

配当込みTOPIX（以下、「東証株価指数（TOPIX）（配当込み）」といいます。）の指数値及び東証株価指数（TOPIX）（配当込み）に係る標章又は商標は、株式会社ＪＰＸ総研又は

株式会社ＪＰＸ総研の関連会社の知的財産です。

「東証REIT指数（配当込み）」の著作権等について

配当込み東証REIT指数（以下、「東証REIT指数（配当込み）」）の指数値及び東証REIT指数（配当込み）に係る標章又は商標は、株式会社ＪＰＸ総研又は株式会社ＪＰＸ総研の関

連会社の知的財産です。

当レポートは16枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（5/16）  552159 / 552185 / 552186
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　ファンドマネージャーのコメント

　運用経過

　今後の運用方針

＜投資環境＞

3月の国内株式市場は下落しました。米国とイスラエルによるイランへの攻撃をきっかけに、ペルシャ湾からホルムズ海峡を経由した

原油・天然ガスの供給が滞ったことで、世界の景気に下押し圧力が強まるとの懸念が台頭しました。特に日本は、エネルギー資源の中

東への依存度が高いことから、実体経済や企業業績への悪影響が懸念されました。当初は短期間で事態が収束に向かうとの観測が

ありましたが、イラン側の反撃が予想以上に続いたため、中東情勢の悪化が長期化するのではないかとの懸念が台頭し、国内株式市

場のみならず世界の金融市場が中東情勢を巡るニュースに振り回されました。

Jリート市場は下落しました。上旬は、米国とイスラエルによるイランへの攻撃を受けて、世界の金融市場ではリスクオフの様相が強

まり、Jリート市場もその影響を受けて下落しました。中旬にかけては、値ごろ感から一進一退の展開となりました。下旬は、国債利回

りの上昇に加えて国内株が下落したことから、連れ安の展開となりました。金融市場では全般的にこれまで買われた資産が売られや

すい傾向が目立ちましたが、Jリート市場では相対的に選好されてきたオフィスセクターが売られる展開となりました。

ドル/円相場は上昇（ドル高・円安）しました。米国とイスラエルによるイランへの攻撃をきっかけに、原油価格は大幅に上昇しました。

リスク回避によるドル買いの動きに加えて、日本の貿易収支が悪化するという見方が広がったことから、ドル/円は上昇しました。日

銀の金融政策決定会合の直後にドル/円相場は157円台に下落したものの、中東情勢の悪化が長期化するという懸念が台頭し、月末

にかけて一時節目の160円台に乗せました。

豪ドル/円相場は下落（豪ドル安・円高）しました。豪準備銀行（中央銀行）が２会合連続の利上げを決定したものの、中東を巡る地政

学リスクの高まりや同国の景気減速懸念を背景に、追加利上げ観測は後退しました。一方で、日銀の金融政策決定会合後の植田総裁

の発言が利上げに前向きと受け止められたことから、豪ドル売り・円買いが優勢となりました。

＜運用経過＞

当ファンドは、インフラ関連好配当資産マザーファンド（以下、「マザーファンド」といいます。）を通じて、株式（インフラ投資法人を含

む）とJリートに投資を行っております。当月はマザーファンドを通じた実質組入比率を高位に維持しました。また、米ドル投資型およ

び豪ドル投資型につきましては、円売り米ドル買い、円売り豪ドル買いの外国為替予約取引が純資産総額比で高位となるよう調整し

ました。

マザーファンドの運用につきましては、りそなアセットマネジメント株式会社の投資助言を参考に、マクロ経済・銘柄分析、株式およ

びJリートの流動性などを総合的に判断し、銘柄選択ならびに資産配分を行いました。

当月の資産配分につきましては、前月までのウェイト（株55：Jリート45）を維持しました。

株式については、光デバイス製品の収益拡大に対するビジビリティの高さと、光ファイバ・ケーブルの供給能力における上方伸縮性

の高さを評価し、電線株を新規に組み入れました。一方、AIによるリスクに加え、短期的にマージン改善が見込みにくいITサービス株

を売却しました。

Jリートについては、物流、住宅、底地を主体とした安定収益型アセットを保有し、地域市場を熟知した強みを活かしたユニークな外

部成長が期待できる総合型リートを新規に組み入れました。一方、投資主還元施策への消極姿勢が目立つほか、バリュエーション面で

の魅力も低下している住宅特化型リートについては、全売却しました。

＜今後の運用方針＞

当ファンドの運用は、マザーファンドを通じて行ってまいります。マザーファンドの運用につきましては、資産配分と銘柄選別につい

てりそなアセットマネジメント株式会社の投資助言を参考に、マクロ経済・銘柄分析、株式およびJリートの流動性などを総合的に判断

して、運用を行う方針です。

資産配分に関しては、現状のウェイト（株55：Jリート45）を維持する方針です。

株式については、鉄道工事の需要拡大が期待されるほか、来期に向けてデータセンター関連工事の受注拡大が利益率改善につなが

ると見込まれる電気工事株を新規に組み入れる方針です。一方、保守的な会社業績予想を背景にガイダンスリスクが高まる建設株に

ついて、組入比率を引き下げる方針です。

Jリートについては、大阪万博関連需要の剝落などに伴うホテル事業への影響を見極めるとともに、関連銘柄の配当利回り面での割

安感を勘案し、組入比率を調整する方針です。

また、米ドル投資型および豪ドル投資型については、円売り米ドル買いおよび円売り豪ドル買いの外国為替予約取引が純資産総額

比で高位となるように調整してまいります。

※ 今後の運用方針等は、将来の市場環境の変動等により変更される場合があります。また、市場環境等についての評価、

分析等は、将来の運用成果を保証するものではありません。
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　ファンド情報

「円投資型」 「米ドル投資型」「豪ドル投資型」

設　定　日 2013年5月23日 2014年11月28日

償　還　日 2029年11月14日 2029年11月14日

決　算　日 毎月14日(休業日の場合は翌営業日) 毎月14日(休業日の場合は翌営業日)
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　ファンドの費用
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販売用資料 ＜月次運用レポート＞ 2026年3月31日現在

日本証券業
協会

一般社団法人
資産運用業

協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

（金融商品取引業者）

岡三証券株式会社 関東財務局長（金商）第53号 ○ ○ ○ ○

今村証券株式会社 北陸財務局長（金商）第3号 ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○ ○

株式会社しん証券さかもと 北陸財務局長（金商）第5号 ○

益茂証券株式会社 北陸財務局長（金商）第12号 ○

*三菱ＵＦＪ eスマート証券株式会社 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○ ○

楽天証券株式会社 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

（登録金融機関）

株式会社関西みらい銀行 近畿財務局長（登金）第7号 ○ ○

株式会社埼玉りそな銀行 関東財務局長（登金）第593号 ○ ○

株式会社りそな銀行 近畿財務局長（登金）第3号 ○ ○ ○

商号 登録番号

加入協会

＊2026年4月1日付で「一般社団法人日本投資顧問業協会」から「一般社団法人資産運用業協会」に名称変更しました。
*三菱ＵＦＪ eスマート証券株式会社は、「米ドル投資型」及び「豪ドル投資型」の取扱いとなります。

　販売会社について

受益権の募集の取扱い、投資信託説明書（交付目論見書）、投資信託説明書（請求目論見書）及び運用報告書の交付の取扱
い、解約請求の受付、買取請求の受付・実行、収益分配金、償還金及び解約金の支払事務等を行います。

インフラ関連好配当資産ファンド（毎月決算型） （愛称 インフラ・ザ・ジャパン）（円投資型）／（米ドル投資型）／（豪ドル投資型）
追加型投信／国内／資産複合

（注） 販売会社によっては、現在、新規のお申込みを受け付けていない場合があります。

　ご注意

・ 本資料はＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社が作成した販売用資料です。購入の申込みに当たっては、投資信託説
明書（交付目論見書）をお渡ししますので必ず内容をご確認のうえ、投資判断はお客様ご自身で行っていただきますよ
うお願いします。投資信託説明書（交付目論見書）の交付場所につきましては「販売会社について」でご確認ください。

・ 本資料中の運用実績等に関するグラフ・数値等はあくまでも過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証
するものではありません。また、税金、手数料等を考慮しておりませんので、投資者の皆様の実質的な投資成果を示す
ものではありません。

・ 本資料の内容は作成基準日のものであり、将来予告なく変更されることがあります。また、市況の変動等により、方針
通りの運用が行われない場合もあります。

・ 本資料は当社が信頼できると判断した情報を基に作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありま
せん。
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